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This paper pFeSents a wstems apprOach for analyzing business administrability in
tourist resortsj whereby focus is placed On assesttent Of businesss adninistrability of
smaH―scale 10dging faclltieS.
In this paper,ve define a concept Of break―ven―poi t nunaber Of lodgeFS, Which
determines busilless administttbility Of lodging facilities.The administrability of
individual 10dging houtt can be considered as requisites for FeSOrts development
planning.  Break―evenipoint number of iodgers Of lodging hOuses are investigated in
three case study areas,1,ei the IIatibuse―Kogen area,thё UFadOmKaigan coast｀and
HyOnosen skiing grounds,and the ad■li istr blity ofthose areas as‐recreation resorts
are discussed.









































































































































































































F=R tt C+D+T            (3)
を得る。きらに投資額I,自己資金額10,借入金額11,
とすれば
I=IO+11                   (4)
となる。また、返済金Rは返済期間n,利子率rの定額
償還を仮定すれば





廓1-ρ)Iuymx    。
となる。人件費Cは常勤従業員数loの関数として


















































αl=ai/ゴai            (14)
Pi=〔:|:mxネ獣 貿 ユ) に9
となる。また年間変動費Vおよび年間宿泊客数Pは、そ
れぞれ
v=ゴv(Pi)             (16)
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Table l.パラメータ表
返済期間      n=10年
利子率       r=5イ
残存価値率     ρ=0。1
償却期間      ml=30年,m2=8年
貴産学に対する税率 τ=0.012




稼働口数      di=20日











































































































































3      6      V      とと
Fig.5年間入込み客変動(昭和60年,浦宮海岸)
Table 2.季節稼働率表
稼働率 鉢 伏 浦 富 氷の山
al 0。44 0。35
a2 0.67 1,00 0
a3 0。11 0,46 0
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のことながら、専業経営を期待する。Table 4より宿泊
施設の規模を大きくすればその分、最大宿泊定員と損益
分岐宿泊者数の差が大きくなり、経営状態が安定的になっ
ていくことがわかる。季節稼働率に幅りの少ない鉢伏高
原を例にとるとへ年間の最低限度の収益(常勤従業員の
人件費)を300万円とすれば、P nax=60のとき最大宿泊定
員数は損益分岐点宿泊客数に■6人足りないが、P mx〓80,
100のとき、それぞれ112人,280人上回ることを見ても、
そのことがわかる。
次に三っの地域を比較すれば、鉢伏高原においては宿
泊施設の規模を、ある程度大きくすれば、経営が成立す
ることが十分に期階できる。また、清富海岸においても、
常動従業員の人件費を200万円程度にまで下げたとすれ
ば、P Bax=60人程度の施設規模でも損益分岐点宿泊客数
は達成きれる。しかし、1シー ズンに入込み客の集中す
る氷の山スキー場の場合には、P nax=100人で常勤従業
員の人件費を0としても、損益分岐点宿泊客数は達成で
きず、ここでは(1シー ズン集中型観光地では)全く経営
が成立しない。
(3)分析結果のとりまとめ
以上の分析結果より、観光地における小規模宿泊施設
の専業経営が成り立つか否かを決める最も重要な要因は、
その観光地の年間の入込み客(宿泊客)の総数とその季節
毎の変動状態であるといえる。たとえば、年間を通じて
かなり安定した入り込み客を確保している鉢伏高原にわ
いては民宿・ ロッジ等の小規模宿泊施設をほぼ専業経営
に近い形態で経営することができる。事実、現在におい
ても鉢伏高原一帯には200を超える民宿 。ロッジが立ち
並び、そのほとんどが専業か、あるいはそれに近い経営
形態を採っている。それには、個別経営主体による不断
の経営努力もきることながら、公的。民間資本による観
光資源の開発努力を無視することができない。このよう
な地域経営努力の結果として、今日の年間を通して量的
にも安定した入り込み客数を確保することができるよう
になり、専業経営に近い形で宿泊施設の経営を行うこと
が可能になったわけである。
次に、浦富海岸において小規模な民宿は100を超える
が、大規模なロッジ等が存在しないのは、Fig.5に示し
たように入込み客の季節変動が大きいことに起因してい
ると考えることができる。すなわち、宿泊客は海水浴の
シーズンである夏期(7,8月)に集中していて、この他の
シーズンには宿泊客はほとんど無い。ロッジ経営を行う
ためには5。 (2)で分析したように、年間を通じてか
なり安定した入り込み客数を確保することが必要となり、
夏期のみ入り込み客が集中するような海水浴場ではロッ
ジ経営は困難であるといわざるを得ない。
最後に、氷の山スキー場においては、現在の施設整備
水準ではロッジ経営は不可能であり、民宿施設を追加的
な収入を得る副業の手段として経営せぎるを得ないとい
う状況にある。宿泊施設を専業に近い形で経営するため
には、相当な程度の大規模な観光資源の開発を行ことが
必要となる。この地域において観光を軸とした地域経営
注実施するためには、官・民一体となって観光開発努力
を行ない、氷の山地域―帯を冬期・夏期を通じた通年型
のレクリエーション基地として整備していくことが前提
となる。
6.むすび
以上、本稿ではレクリエーション型観光開発を軸とし
た地方市町村の地域経営の可能性を探るための基礎的な
判断材料を求めることを目的として、観光地に立地する
小規模宿泊施設の経営成立性に関して考察したものであ
る。その際、経営分析における損益分岐点の概念を導入
するとともに、損益分岐点宿泊客数という小規模宿泊施
設の短期経営分析ための新しい概念を定義した。きらに
ケース・スタディの対象地域として、鉢伏高原、浦富海
岸、氷の山スキー場の二つの地域をとりあげ、これらの
地域における小規模宿泊施設の経営成立性を分析し、加
えて、これらの分析結果に基づいて、個別宿泊施設の経
営成立性という観点から、これらの地域における観光開
発を中心とした地域経営の可能性に関して考察した。
しかしギ本研究において実施した経営分析は、あくま
でも償別経営主体の観点から宿泊施設の短期的な経営成
立性に関して考察したにすぎない。レクリエーション型
観光開発に関する公共的な視点からの地域経営の可能性、
あぅいは、長期的な視点からの悩別経営主体の経営成立
性、宿泊施設以外の観光施設の経営成立性、きらには公
共サイドでの観光開発戦略等、今後に残きれた課題も多
い。また、観光地の開発問題を考えるにあたっては、観
光客である消費者の立場に立った余暇・ レクリエーショ
ン活動に関する行動科学的な分析も不可欠である。いず
れにしても本研究は、緒についたばかりであり、上述の
ような問題点は今後の研究課題としたい。
最後に、本稿の作成にあたってデータ収集に御協力賜
わった各位、とりわけ関宮町観光協会の田中祥介氏には
後藤忠博・岡田憲夫・小林潔司 :観光宿泊施設の短期経営分析モデル
甚大なる協力を賜わりましたので、ここに記し深く感謝
の意を表します。
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